
令和３年度２月補正

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

商工政策課 職員給与費 商工政策課職員給与費 133,066 ▲ 6,891 ▲ 6,891 ▲ 6,891 A ▲ 6,891 ▲ 6,891 A ▲ 6,891 ▲ 6,891 A 要求どおり

商工政策課 職員給与費 大阪事務所職員給与費 66,197 2,166 2,166 2,166 A 2,166 2,166 A 2,166 2,166 A 要求どおり

商工政策課
「くまもとではたらく」若
者の県内定着促進事業

若者の県内へのＵターン及び地元定着を強化・
促進するための窓口の設置、情報発信等に要す
る経費（所要見込額の減）

42,798 ▲ 2,970 ▲ 2,970 ▲ 2,970 A ▲ 2,970 ▲ 2,970 A ▲ 2,970 ▲ 2,970 A 要求どおり

商工政策課
営業時間短縮要請協力金事
業

飲食店や大規模集客施設等への営業時間短縮要
請に係る協力金の支給（所要見込額の減）

52,663,407 ▲ 22,228,745 ▲ 22,228,745 ▲ 22,228,745 A ▲ 22,228,745 ▲ 22,228,745 A ▲ 22,228,745 ▲ 22,228,745 A 要求どおり

商工政策課
飲食店の感染防止対策に係
る認証事業

飲食店における感染防止のための県認証制度の
運用に要する経費

309,153 253,542 253,542 253,542 B 253,542 253,542 B 253,542 253,542 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

職員給与費 商工振興金融課職員給与費 222,179 25,890 25,890 25,890 A 25,890 25,890 A 25,890 25,890 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業金融総合支援事業
県内中小企業等を対象とした融資制度に係る貸
付原資の金融機関への預託、保証料補助、損失
保証に要する経費（所要見込額の減）

77,097,119 ▲ 1,490,951 ▲ 1,490,951 ▲ 1,490,951 A ▲ 1,490,951 ▲ 1,490,951 A ▲ 1,490,951 ▲ 1,490,951 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

新型コロナ感染症金融対策
積立金

コロナの影響を受けた事業者の資金繰り支援に
係る保証料補助等に係る経費の積立金

266,590 266,590 266,590 B 266,590 266,590 B 266,590 266,590 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

運輸事業振興助成費補助
運輸事業に係る輸送力や安全確保等に資する事
業を行う熊本県トラック協会に対する助成（軽
油引取税収入見込額の確定に伴う補助額の減）

258,681 ▲ 474 ▲ 474 ▲ 474 A ▲ 474 ▲ 474 A ▲ 474 ▲ 474 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商工会青年部連合会全国大
会補助事業

商工会青年部全国大会を開催する熊本県商工会
連合会に対する助成（大会の延期に伴う減）

6,500 ▲ 6,500 ▲ 6,500 ▲ 6,500 A ▲ 6,500 ▲ 6,500 A ▲ 6,500 ▲ 6,500 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

くまもと型小規模事業者経
営発展支援事業

販路開拓や生産性向上等の取組みを行う熊本地
震の影響を受けている小規模事業者に対する助
成（国交付決定額の減）

100,000 ▲ 49,024 ▲ 49,024 ▲ 49,024 A ▲ 49,024 ▲ 49,024 A ▲ 49,024 ▲ 49,024 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商工会商工会議所・商工会
連合会補助

小規模事業者の経営指導等等を行う商工会・商
工会議所、熊本県商工会連合会に対する助成
（所要見込額の減）

2,246,620 ▲ 8,896 ▲ 8,896 ▲ 8,896 A ▲ 8,896 ▲ 8,896 A ▲ 8,896 ▲ 8,896 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業等復旧・復興支援
事業

グループ補助金の円滑かつ適切な交付に向けた
支援等に要する経費（所要見込額の減）

130,164 ▲ 86,797 ▲ 86,797 ▲ 86,797 A ▲ 86,797 ▲ 86,797 A ▲ 86,797 ▲ 86,797 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

なりわい再建支援事業
令和２年７月豪雨で被災した施設等の復旧を行
う中小企業等に対する助成

217,288 6,860,989 6,860,989 6,860,989 B 6,860,989 6,860,989 B 6,860,989 6,860,989 A 要求どおり
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商工雇用創生局
商工振興金融課

国庫支出金返納金
中小企業等グループ施設等復旧整備補助金に係
る国庫支出金返納金

8,172 8,172 8,172 A 8,172 8,172 A 8,172 8,172 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

事業継続・再開支援一時金
事業

新型コロナウイルス感染拡大に伴う飲食店等へ
の時短要請や外出自粛要請等による影響で売上
が減少した中小事業者に対する助成（所要見込
額の減）

1,948,270 ▲ 1,521,135 ▲ 1,521,135 ▲ 1,521,135 A ▲ 1,521,135 ▲ 1,521,135 A ▲ 1,521,135 ▲ 1,521,135 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業振興資金特別会計
繰出金

中小企業振興資金特別会計資金の運用利息分に
係る特別会計への繰出金

13 37 37 37 A 37 37 A 37 37 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

ポストコロナ商店街機能再
構築支援事業

商店街の活気を取り戻すための環境整備に対す
る助成

36,739 36,739 36,739 B 36,739 36,739 B 36,739 36,739 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

熊本県リボーン企業創出支
援事業

事業承継や廃業後に再チャレンジを行う事業者
に対する助成

38,554 38,554 38,554 B 38,554 38,554 B 38,554 38,554 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

まちなかにぎわい回復支援
事業

新型コロナウイルスの影響を受けている商店街
組合や同一事業で構成する組合が「まちなか」
のにぎわい回復のために実施する取組に対する
助成

100,000 331,726 331,726 331,726 B 331,726 331,726 B 331,726 331,726 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

新型コロナ対応事業者支援
総合補助金

今後の感染拡大の状況や事業者の経営状況を踏
まえた県内事業者の事業継続・発展等の支援に
要する経費

5,000,000 5,000,000 5,000,000 B 5,000,000 5,000,000 B 5,000,000 5,000,000 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 労働雇用創生課職員給与 203,373 ▲ 24,461 ▲ 24,461 ▲ 24,461 A ▲ 24,461 ▲ 24,461 A ▲ 24,461 ▲ 24,461 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

若者の県内就労促進企業支
援事業

県内企業における社員寮整備やインターンシッ
プ実施に対する補助（所要見込額の減）

24,672 ▲ 13,240 ▲ 13,240 ▲ 13,240 A ▲ 13,240 ▲ 13,240 A ▲ 13,240 ▲ 13,240 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

外国人材受入事業者支援事
業

水際対策に対応するため県内の外国人材受入事
業者が負担している経費に対する助成（所要見
込額の減）

215,418 ▲ 50,969 ▲ 50,969 ▲ 50,969 A ▲ 50,969 ▲ 50,969 A ▲ 50,969 ▲ 50,969 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

認定訓練実施事業
認定職業訓練校が行う職業訓練等に対する助成
（訓練実績の確定等に伴う減）

105,833 ▲ 26,067 ▲ 26,067 ▲ 26,067 A ▲ 26,067 ▲ 26,067 A ▲ 26,067 ▲ 26,067 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技能検定事務費
技能検定実施に係る熊本県職業能力開発協会に
対する補助等に要する経費（所要見込額の減）

60,984 ▲ 2,336 ▲ 2,336 ▲ 2,336 A ▲ 2,336 ▲ 2,336 A ▲ 2,336 ▲ 2,336 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

認定訓練事業運営費補助金
返納金

認定職業訓練校に対する運営費補助金の返還
（消費税に係る仕入控除税額分の国庫返納）

266 266 266 A 266 266 A 266 266 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 高等技術専門校職員給与費 102,895 16,154 16,154 16,154 A 16,154 16,154 A 16,154 16,154 A 要求どおり
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商工雇用創生局
労働雇用創生課

実習経費
高等技術専門校において実施する職業訓練に要
する経費（所要見込額の減）

37,095 ▲ 2,454 ▲ 2,454 ▲ 2,454 A ▲ 2,454 ▲ 2,454 A ▲ 2,454 ▲ 2,454 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

訓練手当
公共職業能力開発施設の職業訓練を受ける身体
障がい者等に対する訓練手当の給付（所要見込
額の減）

46,654 ▲ 17,402 ▲ 17,402 ▲ 17,402 A ▲ 17,402 ▲ 17,402 A ▲ 17,402 ▲ 17,402 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

障がい者職業能力開発事業
離職者等を対象とした職業訓練の委託に要する
経費（所要見込額の減）

56,209 ▲ 8,369 ▲ 8,369 ▲ 8,369 A ▲ 8,369 ▲ 8,369 A ▲ 8,369 ▲ 8,369 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

離職者訓練事業
離職者等を対象とした職業訓練の委託に要する
経費（所要見込額の減）

743,505 ▲ 264,727 ▲ 264,727 ▲ 264,727 A ▲ 264,727 ▲ 264,727 A ▲ 264,727 ▲ 264,727 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 技術短期大学校職員給与費 164,953 4,237 4,237 4,237 A 4,237 4,237 A 4,237 4,237 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

新型コロナ対策雇用維持・
確保支援事業

企業の採用力向上を図るとともに、他の雇用維
持・確保策と連携し、人材のマッチングを実現
するための経費

9,595 31,790 31,790 31,790 B 31,790 31,790 B 31,790 31,790 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

新型コロナ対応再就職支援
プログラム

新型コロナ等の影響により離職を余儀なくされ
た県民の早期再就職の促進と人手不足分野への
労働移動を図るための研修の実施に要する経費

169,949 169,949 169,949 B 169,949 169,949 B 169,949 169,949 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校管理運営費
技術短期大学校の維持管理、運営及び教育訓練
に要する経費（所要見込額の減）

159,548 ▲ 1,046 ▲ 1,046 ▲ 1,046 A ▲ 1,046 ▲ 1,046 A ▲ 1,046 ▲ 1,046 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

高等技術専門校管理運営費
高等技術専門校における新型コロナウイルス感
染防止対策に要する経費

25,682 3,513 3,513 3,513 B 3,513 3,513 B 3,513 3,513 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業支援課職員給与費 154,640 543 543 543 A 543 543 A 543 543 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業技術センター職員給与費 373,218 ▲ 4,335 ▲ 4,335 ▲ 4,335 A ▲ 4,335 ▲ 4,335 A ▲ 4,335 ▲ 4,335 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

地場企業立地促進費補助
地場企業の施設整備等による県経済の活性化、
雇用の創出を促すための助成（所要見込額の
減）

631,327 ▲ 306,272 ▲ 306,272 ▲ 306,272 A ▲ 306,272 ▲ 306,272 A ▲ 306,272 ▲ 306,272 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

プロフェッショナル人材戦
略拠点運営事業

副業・兼業を含む県内外の優秀な人材の獲得支
援等、中小企業の成長戦略実現の支援に要する
経費（所要見込額の減）

54,264 ▲ 1,000 ▲ 1,000 ▲ 1,000 A ▲ 1,000 ▲ 1,000 A ▲ 1,000 ▲ 1,000 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

リーディング企業創出事業
県経済の牽引役となるリーディング企業の創出
に向けた、企業の成長戦略実現の支援に要する
経費（所要見込額の減）

49,525 ▲ 1,200 ▲ 1,200 ▲ 1,200 A ▲ 1,200 ▲ 1,200 A ▲ 1,200 ▲ 1,200 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

産業成長ビジョン推進事業
産業成長ビジョン進捗評価委員会の設置、ビ
ジョンの推進団体に係る運営や負担金等に要す
る経費（所要見込額の減）

19,702 ▲ 3,169 ▲ 3,169 ▲ 3,169 A ▲ 3,169 ▲ 3,169 A ▲ 3,169 ▲ 3,169 A 要求どおり
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新産業振興局
産業支援課

市町村交流職員人件費負担
金

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 5,027 5,027 5,027 A 5,027 5,027 A 5,027 5,027 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

くまもとクロス支援事業
県内中小企業等が県外企業や大学等と連携し、
革新的な製品・技術の開発を目指して取組む研
究開発等に対する助成（所要見込額の減）

15,447 ▲ 2,331 ▲ 2,331 ▲ 2,331 A ▲ 2,331 ▲ 2,331 A ▲ 2,331 ▲ 2,331 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

ものづくり産業等デジタル
化推進事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた製造
業事業者が行う生産現場等のデジタル化のため
の機器整備に対する助成

50,000 200,000 200,000 200,000 B 200,000 200,000 B 200,000 200,000 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

くまもと半導体産業推進ビ
ジョン策定事業

半導体関連産業のさらなる集積に向けた「くま
もと半導体産業推進ビジョン（仮称）」の策定
に要する経費

63,827 63,827 63,827 B 63,827 63,827 B 63,827 63,827 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

運営管理費（センター）
産業技術センターの運営、施設の維持管理等に
要する経費（所要見込額の減）

62,647 ▲ 4,413 ▲ 4,413 ▲ 4,413 A ▲ 4,413 ▲ 4,413 A ▲ 4,413 ▲ 4,413 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

新規外部資金活用事業（特
別支援事業）

国や企業等の外部資金を活用した試験研究に要
する経費（所要見込額の減）

219,261 ▲ 181,543 ▲ 181,543 ▲ 181,543 A ▲ 181,543 ▲ 181,543 A ▲ 181,543 ▲ 181,543 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

エネルギー政策課職員給 エネルギー政策課職員給与費 91,229 ▲ 7,905 ▲ 7,905 ▲ 7,905 A ▲ 7,905 ▲ 7,905 A ▲ 7,905 ▲ 7,905 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

電源立地地域対策交付金事
業

公共用施設整備等を実施する水力発電施設所在
市町村に対する助成（国交付限度額の減）

71,846 ▲ 3,930 ▲ 3,930 ▲ 3,930 A ▲ 3,930 ▲ 3,930 A ▲ 3,930 ▲ 3,930 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

石油貯蔵施設立地対策等交
付金事業

公共用施設整備等を実施する石油貯蔵施設立地
市及び周辺市町村に対する助成（市町村交付申
請額の減）

16,700 ▲ 235 ▲ 235 ▲ 235 A ▲ 235 ▲ 235 A ▲ 235 ▲ 235 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

再エネ先進地創造事業
再エネ先進地創造に向けた陸上風力発電推進や
RE100産業団地設置のための基礎調査に要する経
費（所要見込額の減）

10,744 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 76 A ▲ 76 ▲ 76 A ▲ 76 ▲ 76 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

くまもと県民発電所推進事
業

県民発電所の認証及び設置促進等に要する経費
（所要見込額の減）

2,464 ▲ 1,500 ▲ 1,500 ▲ 1,500 A ▲ 1,500 ▲ 1,500 A ▲ 1,500 ▲ 1,500 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業立地課職員給 企業立地課職員給与費 144,546 ▲ 19,432 ▲ 19,432 ▲ 19,432 A ▲ 19,432 ▲ 19,432 A ▲ 19,432 ▲ 19,432 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業立地促進費補助
企業の本県立地を促すための助成（所要見込額
の減）

3,913,768 ▲ 70,000 ▲ 70,000 ▲ 70,000 A ▲ 70,000 ▲ 70,000 A ▲ 70,000 ▲ 70,000 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

市町村施設整備促進事業
市町村が実施するサテライトオフィス受入施設
等の施設整備に対する助成（所要見込額の減）

25,000 ▲ 19,000 ▲ 19,000 ▲ 19,000 A ▲ 19,000 ▲ 19,000 A ▲ 19,000 ▲ 19,000 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

市町村派遣職員人件費負担
金

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 4,401 4,401 4,401 A 4,401 4,401 A 4,401 4,401 A 要求どおり



令和３年度２月補正

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

局名・課名 事業名 事業概要
３　年　度
現　　　計
予　算　額

２月補正

要求額

課長査定後 部長査定後 知事査定後

査定理由等

143,404,199 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683 ▲ 13,115,683商工労働部　計


